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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推

移については、記載しておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、当社は、関連会社がないため記載しておりません。 

４  第59期及び第59期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

５  第60期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

当第２四半期累計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第２四半期
累計期間

第60期
第２四半期
累計期間

第59期

会計期間
自  平成22年４月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日

至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （千円） 12,556,897 13,224,367 24,808,062 

経常利益 （千円） 852,939 470,378 1,450,428 

四半期（当期）純利益 （千円） 464,906 267,050 815,038 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

（千円） － － －

資本金 （千円） 729,000 729,000 729,000 

発行済株式総数 （株） 4,592,000 4,592,000 4,592,000 

純資産額 （千円） 6,341,045 6,759,275 6,694,584 

総資産額 （千円） 16,833,351 15,868,909 16,320,826 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 101.30 58.44 177.60 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 30.00 

自己資本比率 （％） 37.7 42.6 41.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 231,286 △457,900 1,745,460 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △420,426 △85,541 △783,233

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △273,427 △383,689 △982,206

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（千円） 1,464,983 980,439 1,907,571 

回次
第59期

第２四半期
会計期間

第60期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 66.77 33.15 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1)  業績の状況 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響を克服し一部で回復の兆しを見せ

たものの、原発事故に起因する電力供給の制約や、欧州及び米国における債務問題の懸念を反映した円

高の急激な進行等により、景気の先行きは引続き不透明な状況で推移いたしました。 

当社が主として関連する塗料業界におきましても、こうした経済環境のもと出荷数量は引続き減少と

なりました。 

このような情勢のもとで、当社における当第２四半期累計期間の製品出荷数量は、72,945トン（前年

同期比5.1％減）となりました。 

当第２四半期累計期間の業績といたしましては、売上高は景気停滞にともない出荷数量が減少したも

のの、原油・ナフサ市況が前年と比較して高水準で推移したこと等により、販売単価がアップしたた

め、132億24百万円 (同5.3％増)と増収になりました。 

主な品目別の売上高は、単一溶剤類が55億88百万円 (同5.7％増)、印刷用溶剤類が27億76百万円 (同

8.3％増)、単一溶剤直送品を中心とした商品が15億49百万円(同25.9％増)、特殊シンナー類が11億17百

万円 (同1.9％増)、洗浄用シンナー類が８億５百万円 (同16.1％減)となりました。 

一方損益面では、物流体制の合理化を中心とした経費の削減を促進するとともに、効率的な原材料購

入を更に推進いたしましたが、原油・ナフサ市況が高止まりする中、震災の影響から一部原材料が高騰

したことにより原材料コストが上昇し、販売単価の値上げ幅を上回ったため、営業利益４億90百万

円 (同44.4％減)、経常利益４億70百万円 (同44.9％減)、四半期純利益２億67百万円 (同42.6％減)と

なり、いずれも減益となりました。 

  

(2)  財政状態の分析 

当第２四半期会計期間末の総資産は、158億68百万円(前事業年度末比４億51百万円減)となりまし

た。これは主に、受取手形及び売掛金の増加(同２億90百万円増)、原材料及び貯蔵品の増加(同２億35

百万円増)等があったものの、現金及び預金の減少(同９億27百万円減)等があったことによるものであ

ります。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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負債総額は、91億９百万円(前事業年度末比５億16百万円減)となりました。これは主に、短期借入金

の増加(同１億円増)等があったものの、未払法人税等の減少(同１億50百万円減)、長期借入金の減少

(同１億61百万円減)等があったことによるものであります。 

純資産は、67億59百万円(前事業年度末比64百万円増)となりました。これは主に、利益剰余金の増加

(同１億29百万円増)等があったことによるものであります。 

  

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ

て９億27百万円減少し、９億80百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期累計期間において営業活動の結果使用した資金は、４億57百万円(前年同期は２億31百

万円の収入)となりました。これは主に、税引前四半期純利益の計上４億70百万円等があったものの、

売上債権の増加２億90百万円、たな卸資産の増加２億34百万円及び法人税等の支払額３億53百万円等が

あったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、85百万円(前年同期は４億20百万円

の支出)となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出76百万円等があったことによるも

のであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は、３億83百万円(前年同期は２億73百

万円の支出)となりました。これは主に、短期借入れによる収入６億円等があったものの、短期借入金

の返済による支出５億円、長期借入金の返済による支出２億58百万円及び配当金の支払額１億37百万円

があったことによるものであります。 

  

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

(5)  研究開発活動 

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は41百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①  【株式の総数】 

  

 
  

②  【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合は、次の算式

により付与株式数を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 11,760,000

計 11,760,000

種類 
第２四半期会計期間末

現在発行数(株) 

(平成23年９月30日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成23年11月９日) 

上場金融商品取引所 

名又は登録認可金融 

商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,592,000 4,592,000 

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数は1,000株
であります。 

計 4,592,000 4,592,000 － － 

決議年月日 平成23年６月29日 

新株予約権の数(個) 70(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(株) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 70,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 777(注)２ 

新株予約権の行使期間 平成25年６月30日から平成33年６月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円) 

発行価格    777 

資本組入額   389 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４ 
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２  新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込価額を調整し、調整により生ずる端数は切り上げる。 

 
３  新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。 

①  新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役の地位にあることを要するものとする。 

②  新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。 

③  その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行にかかる本取締役会決議に基づき、定めるも

のとする。 

４  当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱いは、以下のとおりであります。 

当社が合併(合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割もしくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。)、または株式交換もしくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。)(以上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合においては、組織再編行為の効力発生

時点において残存する募集新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、合併後

存続する株式会社または合併により設立する株式会社、吸収分割する事業に関して有する権利義務の全部ま

たは一部を承認する株式会社、新設分割により設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式

会社及び株式移転により設立する株式会社(以上を総称して以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権

を下記の条件で交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株

予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定め、これが当社株主総会で承認された場合に限るものとする。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・株式無償割当て・株式併合の比率 

   

既発行株式数 ＋ 

新規発行 

株式数 
× 

1株当たり 

払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(千円) 
 

資本金残高 

(千円) 
 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成23年９月30日 ― 4,592,000 ― 729,000 ― 666,880 

― 6 ―



  
(6) 【大株主の状況】 

平成23年９月30日現在 

 
(注)  上記のほか当社所有の自己株式が72,700株(1.58％)があります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

①  【発行済株式】 

平成23年９月30日現在 

 
(注)  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式700株が含まれております。 

②  【自己株式等】 

平成23年９月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

坪 井 誠一郎 東京都大田区 700 15.25 

有限会社 坪井 東京都大田区南馬込２丁目24－28 433 9.43 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 260 5.66 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 169 3.68 

丸善石油化学株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目25－10 130 2.83 

大伸化学従業員持株会 東京都港区芝大門１丁目９－９ 112 2.45 

竹 田 和 平 愛知県名古屋市天白区 100 2.18 

坪 井 宏 造 東京都大田区 80 1.76 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 73 1.59 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 64 1.39 

計 － 2,122 46.22 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

－ －
普通株式 72,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,514,000 4,514 －

単元未満株式 普通株式 6,000 － －

発行済株式総数  4,592,000 － －

総株主の議決権 － 4,514 －

 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

（自己保有株式） 東京都港区芝大門   

大伸化学株式会社 一丁目９番９号 72,000 － 72,000 1.57 

計 － 72,000 － 72,000 1.57 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に

係る四半期財務諸表について、應和監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２  監査証明について

３  四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,661,571 1,734,439

受取手形及び売掛金 ※1  7,176,736 ※1  7,467,233

商品及び製品 140,269 138,358

原材料及び貯蔵品 476,257 712,221

その他 ※1  653,269 ※1  794,147

貸倒引当金 △16,795 △17,975

流動資産合計 11,091,308 10,828,424

固定資産   

有形固定資産 4,059,393 3,886,312

無形固定資産 89,872 83,421

投資その他の資産   

その他 1,123,935 1,113,132

貸倒引当金 △43,683 △42,380

投資その他の資産合計 1,080,251 1,070,751

固定資産合計 5,229,517 5,040,485

資産合計 16,320,826 15,868,909

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,071,152 5,023,664

短期借入金 760,000 860,000

1年内償還予定の社債 70,000 70,000

1年内返済予定の長期借入金 484,840 387,380

未払法人税等 361,744 211,050

賞与引当金 130,750 124,250

役員賞与引当金 77,000 －

その他 400,532 359,809

流動負債合計 7,356,018 7,036,153

固定負債   

社債 560,000 525,000

長期借入金 1,175,250 1,014,250

退職給付引当金 421,910 414,466

役員退職慰労引当金 103,991 110,941

その他 9,071 8,823

固定負債合計 2,270,222 2,073,480

負債合計 9,626,241 9,109,634
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 729,000 729,000

資本剰余金 666,880 666,880

利益剰余金 5,314,994 5,444,365

自己株式 △2,091 △51,791

株主資本合計 6,708,783 6,788,454

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △14,198 △30,052

評価・換算差額等合計 △14,198 △30,052

新株予約権 － 873

純資産合計 6,694,584 6,759,275

負債純資産合計 16,320,826 15,868,909
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(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 12,556,897 13,224,367

売上原価 10,141,525 11,335,159

売上総利益 2,415,371 1,889,208

販売費及び一般管理費 ※1  1,533,644 ※1  1,398,868

営業利益 881,726 490,339

営業外収益   

受取利息 1,893 1,524

受取配当金 1,809 5,778

その他 7,364 6,932

営業外収益合計 11,067 14,234

営業外費用   

支払利息 27,396 20,092

手形売却損 5,994 9,023

社債利息 5,341 4,799

その他 1,122 281

営業外費用合計 39,854 34,196

経常利益 852,939 470,378

特別利益   

固定資産売却益 1,654 2,317

特別利益合計 1,654 2,317

特別損失   

固定資産除却損 15,987 2,319

固定資産売却損 47 303

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,211 －

特別損失合計 37,247 2,622

税引前四半期純利益 817,346 470,073

法人税等 352,440 203,023

四半期純利益 464,906 267,050
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 817,346 470,073

減価償却費 213,090 228,948

売上債権の増減額（△は増加） △607,809 △290,496

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,384 △234,052

仕入債務の増減額（△は減少） 283,449 △42,380

その他 △198,225 △219,360

小計 484,465 △87,269

利息及び配当金の受取額 6,327 7,302

利息の支払額 △32,738 △24,891

法人税等の支払額 △226,767 △353,042

営業活動によるキャッシュ・フロー 231,286 △457,900

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △390,058 △76,667

有形固定資産の売却による収入 3,587 5,443

無形固定資産の取得による支出 △2,283 △6,682

投資有価証券の取得による支出 △549 △566

貸付けによる支出 － △5,500

貸付金の回収による収入 9,951 12,167

差入保証金の差入による支出 △91,794 △15

差入保証金の回収による収入 69,163 45

その他 △18,441 △13,765

投資活動によるキャッシュ・フロー △420,426 △85,541

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 700,000 600,000

短期借入金の返済による支出 △560,000 △500,000

長期借入金の返済による支出 △237,960 △258,460

社債の償還による支出 △35,000 △35,000

自己株式の取得による支出 － △49,700

配当金の支払額 △137,679 △137,679

その他 △2,788 △2,850

財務活動によるキャッシュ・フロー △273,427 △383,689

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △462,567 △927,132

現金及び現金同等物の期首残高 1,927,550 1,907,571

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,464,983 ※1  980,439
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

※１  債権流動化による譲渡残高は下記のとおりであります。 

 
(注)  流動資産の「その他」に含まれている「預け金」は譲渡済売上債権のうち、債権買取会社への期末現在の必要

留保金額であります。 

  

(四半期損益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

 
  

当第２四半期累計期間 

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 
税金費用の計算 
  当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に
当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
 

当第２四半期累計期間 

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日) 
  第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 
 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形 2,342,496千円 2,636,423千円

預け金 445,074千円 500,796千円

 
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年９月30日)

運賃 800,151千円 735,801千円

賃借料 92,774千円 71,874千円

役員報酬 83,640千円 86,640千円

従業員給与手当 195,454千円 184,097千円

貸倒引当金繰入額 2,350千円 △122千円

賞与引当金繰入額 62,600千円 50,841千円

退職給付費用 25,746千円 21,481千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,850千円 7,750千円

役員退職金 7,200千円 －千円

― 13 ―



  
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第２四半期累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日） 

１  配当金支払額 

 
  

２  基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

当社は関連会社がないため該当事項はありません。 

  

 
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年９月30日)

現金及び預金 2,218,983千円 1,734,439千円

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金 

△754,000千円 △754,000千円

現金及び現金同等物 1,464,983千円 980,439千円

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 137,679 30.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 137,679 30.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

当社の事業は、シンナー製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

当第２四半期累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日） 

当社の事業は、シンナー製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １  第59期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。 

２  第60期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
 至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
 至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 101円30銭 58円44銭

(算定上の基礎) 

四半期純利益金額(千円) 464,906 267,050 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 464,906 267,050 

普通株式の期中平均株式数(株) 4,589,300 4,569,409 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変動があった
ものの概要 

－ －

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年11月９日

大伸化学株式会社 

取締役会  御中  

 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

伸化学株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間(平

成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大伸化学株式会社の平成23年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

應 和 監 査 法 人  

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    澤 田  昌 輝  ㊞    

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    星 野  達 郎  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年11月9日 

【会社名】 大伸化学株式会社 

【英訳名】 DAISHIN CHEMICAL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 杉浦 久毅 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝大門一丁目９番９号 

【縦覧に供する場所】 大伸化学株式会社 東京支店 

 

（埼玉県越谷市七左町四丁目316番地） 

 

大伸化学株式会社 大阪支店 

 

（大阪市中央区伏見町三丁目２番６号） 

 

大伸化学株式会社 名古屋支店 

 

（名古屋市中村区名駅南二丁目14番19号） 

 

株式会社大阪証券取引所 

 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



当社代表取締役社長杉浦久毅は、当社の第60期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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